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s04200
　この資料は、平成15 年5 月15 日（木）の衆議院憲法調査会基本的人権の保
障に関する調査小委員会において、「知る権利・アクセス権とプライバシー権」
（情報公開法制・個人情報保護法制を含む）をテーマとする参考人質疑及び委
員間の自由討議を行うに当たっての便宜に供するため、幹事会の協議決定に基
づいて、衆議院憲法調査会事務局において作成したものです。
　この資料の作成に当たっては、①上記の調査テーマに関する諸事項のうち問
題関心が高いと思われる事項について、衆議院憲法調査会事務局において入手
可能な関連資料を幅広く収集するとともに、②主として憲法的視点からこれに
関する国会答弁、主要学説等を整理したつもりですが、必ずしも網羅的なもの
とはなっていない点にご留意ください。
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s04200
〔参考〕
　「言論によるプライバシー侵害が問題になるのは、主として私生活上の事実が本
人の意に反して公表される場合であるが、プライバシーと表現の自由との調整は、
名誉と表現の自由の場合と基本的に同様と考えられるのである。ただし、名誉毀損
の場合と異なり、プライバシーの侵害については、真実性の証明によって免責され
ることはない。公表された内容が真実であればあるほど、被害者の損害が大きくな
るからである。そこで、プライバシーを理由にして不法行為責任などを負わせるこ
とは許されないという見解が出されている。」（『憲法Ⅰ』野中俊彦他　348 頁）
〔名誉毀損罪の「公共の利害」に関する特例〕
　刑法230 条の2 第1 項は、「（ａ）公共の利害に関する事実に係り、（ｂ）その目
的が専ら公益を図ることにあったと認める場合には、（ｃ）事実の真否を判断し、
真実であることの証明があったとき」には、名誉毀損行為を処罰しないことを定め
ている。事実上の人権カタログの中で優越的地位にある「表現の自由」に対する萎
縮的効果は、可及的に除去されるべきであるという要請がはたらいている。
○刑法（明治40 年法律45 号）
　（公共の利害に関する場合の特例）
第230 条の2　前条第一項の行為が公共の利害に関する事実に係り、かつ、その
目的が専ら公益を図ることにあったと認める場合には、事実の真否を判断し、
真実であることの証明があったときは、これを罰しない。
２　前項の規定の適用については、公訴が提起されるに至っていない人の犯罪行
為に関する事実は、公共の利害に関する事実とみなす。
３　前条第一項の行為が公務員又は公選による公務員の候補者に関する事実に係
る場合には、事実の真否を判断し、真実であることの証明があったときは、こ
れを罰しない。
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s04200
指定情報処理機関
　都道府県の「本人確認情報」の処理事務の一部を行うため、総務大臣により
指定された機関。都道府県は「本人確認情報」の処理事務の一部を指定情報処
理機関に委任することができる。平成11 年11 月、指定情報処理機関として財
団法人地方自治情報センター（LASDEC）が指定された。
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s04200
（参考）住民基本台帳法の一部を改正する法律案に対する修正案（宮地和明君
外二名提出）
　住民基本台帳法の一部を改正する法律案の一部を次のように修正する。
　附則第一条の見出しを「（施行期日等）」に改め、同条中第二号を第三号とし、第一号
を第二号とし、同号の前に次の一号を加える。
　一　次項の規定　公布の日
　附則第一条に次の一項を加える。
２　この法律の施行に当たっては、政府は、個人情報の保護に万全を期するため、速や
かに、所要の措置を講ずるものとする。
　附則第二条中「平成十年法律第　　　号」を「平成十一年法律第　　　号」に改める。

s04200
（参考）住民基本台帳法の一部を改正する法律案に対する附帯決議
（第145 回国会・H11.6.11　衆議院地方行政委員会）
　　政府は、本法の施行に当たり、次の諸点について善処すべきである。
一　政令及び省令の制定並びに法の運用に当たっては、国会審議で論議されたプライバ
シー保護に関する意見及び地方公共団体の意見を十分尊重し、その業務に支障を来す
ことのないよう配慮するとともに、地域住民が制度の趣旨を十分理解できるよう徹底
を図ること。
二　住民基本台帳ネットワークシステムの導入に当たっては、データ保護及びコンピュ
ータ・セキュリティの確保等について徹底した管理に努め、責任体制を明確化する等、
プライバシー保護に十全の措置を講ずることにより、住民が信頼するに足りる制度の
確立を図ること。
三　住民基本台帳ネットワークシステムの導入及び管理運営に要する経費について、地
方公共団体に対し、必要な財政措置を講ずること。
四　住民基本台帳カードの保持及び利用に当たっては、住民意思による交付の原則を貫
き、カード所有の有無によって行政サービスの内容等に差異が生じることのないよう
十分留意すること。
五　国の機関等による住民基本台帳ネットワークシステムの利用目的を厳格に審査す
るとともに、定期的に利用状況を検証すること。また、システム利用の安易な拡大を
図らないこと。
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